令和７年度「東海地区外国人観光客誘致促進協議会」

香港インフルエンサー招聘事業業務委託公募要領

１　趣旨

　　　本業務は、香港空港から静岡空港への便及び中部国際空港から香港空港への便を運航する香港エクスプレスの国際定期便を活用し、影響力のあるインフルエンサーを招聘して、旅行者の視点から取材・情報発信を行うことで、東海エリア４県２市（静岡県＋浜松市、愛知県＋名古屋市、三重県、岐阜県）の知名度向上と来訪意欲の喚起を目的とする。

事業実施にあたっては、最も優れた企画力、経験等を持つ事業者に業務委託するため、プロポーザル（企画提案方式）で契約予定者を選定する。

２　業務概要

（１）業務名　令和７年度　東海地区外国人観光客誘致促進協議会

香港インフルエンサー招聘事業業務委託

（２）契約者　東海地区外国人観光客誘致促進協議会　会長
（愛知県観光コンベンション局長）

（３）採用方式　公募での企画提案方式

（４）業務内容　「３　募集業務の内容」のとおり

（５）委託期間　契約日から令和８年３月13日（金）

（６）契約限度額　2,800千円（消費税及び地方消費税を含む。）

（７）採用予定件数　１件

３　募集業務の内容

　　香港において影響力があり、東海地区外国人観光客誘致促進協議会会員の自治体の知名
度向上と来訪意欲の喚起を促す情報発信ができるインフルエンサーを選定し、日程、行程の調整、招聘、滞在・活動支援のほか発信状況の管理監督、成果指標の予測と対策、効果の検証と報告を行なうこと。

４　応募資格

次に掲げる要件をすべて満たす法人を対象とする。

なお、共同事業体（複数の法人からなる組織）による参加も可能とする。ただし、当該共同事業体の各構成員が下記条件を全て満たしたうえで、代表となる法人を定めること。

（１）委託契約の締結に当たり、東海地区外国人観光客誘致促進協議会から提示する委託契約書に合意できること。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（３）参加申込書の提出期限の日から契約日までの期間において、国又は地方公共団体との契約に関して、指名停止を受けていない者であること。

（４）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。

（５）会社法（平成17年法律第86号）による特別清算開始の申立がなされていない者であること。

（６）破産法（平成16年法律第75号）による破産手続開始の申立がなされていない者であること。

（７）銀行取引停止処分を受けていない者であること。

（８）最近１年間に国税又は地方税を滞納している者でないこと。

（９）次のアからキのいずれにも該当しないこと。
1 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）
2 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者
3 法人の役員等(法人の役員又は法人の支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう｡)が暴力団員等である者
4 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団の利用等をしている者
5 暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等の提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者
6 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

7 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者

５　応募手続き

（１）スケジュール

	日程
	内容

	６月11日（水）
	県公報において公告

	６月18日（水）
	参加申込期限・質問締切

	６月23日（月）
	質問回答

	６月26日（木）
	企画提案書の提出期限

	７月上旬
	委託業者選定委員会

	７月中旬
	選定結果の通知


（２）様式等の入手

「静岡県公式ＨＰ『お知らせ（観光振興課）』」からダウンロードすること。

（URL:https://www.pref.shizuoka.jp/kankosports/kanko/kankoshinko/1040867/index.html）

（３）質問の受付及び回答

質問は、質問書（様式第１号）により行うこと。

ア　受付期間
公募開始日から令和７年６月18日（水）17時まで
イ　提出先
「９　提出先、問合せ先」を参照

ウ　提出方法

電子メールとする。なお、電子メールの件名は「令和７年度東海エリア４県２市香港インフルエンサー招聘事業業務委託に係る質問書の提出について」とすること。

エ　回答

令和７年６月23日（月）までに、静岡県スポーツ・文化観光部観光振興課ホームページに掲載する。ただし、質問又は回答の内容が、質問者の具体的な提案事項に密接に関わるものについては、質問者に対してのみ回答する。

（４）参加申込

　　　企画提案に応募しようとする者は、以下の書類を提出すること。

	
	提出物
	内容等
	様式
	部数

	１
	参加申込書
	
	様式２号
	１部

	２
	会社概要等
	定款及び組織、沿革、事業等会社の概要が分かるもの
	任意
	１部

	３
	法人の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
	発行から３ヶ月以内のもの。写し可
	－
	１部

	４
	直近１年間の納税証明書
	本社所在地の法人都道府県税（法人都道府県民税、法人事業税）。写し可

会社設立1年目の企業に限り、 納税証明書の提出を免除する。
	－
	１部


　　ア　提出期限

令和７年６月18日（水）17時（必着）

イ　提出先

「９　提出先、問合せ先」を参照

ウ　提出方法

持参又は郵送とする。なお、郵送の場合は書留とすること。

（５）企画提案書の提出

　　　企画提案に応募する者は、以下の書類を提出すること。

	
	提出物
	内容等
	様式
	部数

	１
	企画提案書かがみ
	
	様式３号
	１部

	２
	企画提案書
	評価基準を踏まえ、具体的な提案内容を記載すること
	任意
	３部

	３
	見積書
	･仕様書に基づいた事業の実施に直接必要となる経費とすること

･積算内容を具体的に記載すること

･東海地区外国人観光客誘致促進協議会　会長あてとすること。
	任意
	３部


ア　提出期限

令和７年６月26日（木）17時（必着）

イ　提出先
「９　提出先、問合せ先」を参照

ウ　提出方法

持参又は郵送とする。なお、郵送の場合は書留とすること。

また電子メールでも送付すること。なお、電子メールの件名は「令和７年度東海エリア４県２市香港インフルエンサー招聘事業業務委託の応募の申込みについて」とすること。

（６）応募に係る留意事項
　　ア　応募件数

　　　　１者が応募する件数の上限は１件までとする。

　　イ　失格又は無効

　　　　以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効となる。

· 提出期限を過ぎて提出書類が提出された場合

· 提出書類に虚偽の内容を記載した場合

· 審査の公平性に影響を与える行為があった場合

· 公募要領等に違反すると認められる場合

· その他担当者があらかじめ指示した事項に違反したとき

ウ　著作権・特許権等に係る責任

提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、全て提案者が負う。

　　エ　返却等

　　　　提出書類は理由の如何を問わず返却しない。また、差し替え及び再提出は認めない。

　　オ　費用負担

企画提案書の作成、提出、審査会への出席など企画提案に要する経費等は、すべ

て提案者の負担とする。

　　カ　有識者・関係機関への照会

　　　　提出された応募書類は、意見を聴取するために、第三者に閲覧させることがある。また、企画提案の内容について、関係機関に照会する場合がある。
キ　応募の辞退
応募書類を提出した後に辞退する場合は、辞退届（様式第４号）を提出すること。
　　ク　応募書類の取り扱い

　　　　提出された企画提案書等は、条例に基づく情報公開請求の対象となる。

　　ケ　その他

　　　　　提案者は、企画提案書の提出をもって公募要領等の記載内容に同意したものとする。

６　審査に係る事項

（１）選定手順

別に設置する「香港インフルエンサー招聘事業業務委託企画審査委員会」、(以下「企

　　　画審査委員会」）という。）において、期限までに提出された企画提案応募者の内容の

　　　書面審査等により、最も優れた応募者を受託候補者として選定する。全ての審査は

　　　非公開で行い、審査の経過等に関する問い合わせには応じません。また、異議申し立ても一切認めない。　　　

　　

（２）審査基準

　　　応募者を対象に、表に掲げる評価項目に基づき審査委員による評価を行い、審査委員の協議により契約候補者を特定する。

書類審査は、５の（５）に掲げる書類により行う。ただし、必要に応じて、質問・ヒアリングを行う事がある。

（３）通知

審査の結果は、確定後、選定通知書（様式５号）又は非選定通知書（様式６号）にて、全ての企画提案者に通知する。

	番号
	評価項目
	評価基準
	評価

	１
	実施体制
	業務を実施する上で資格、経験、専門知識や人数等、適切な業務実施体制を有しているか。
	10

	２
	実現可能性
	具体的かつ実現可能な提案内容や実施手順・スケジュールが示されているか。
	10

	３
	業務の内容等
	(影響力）

インフルエンサーは、ターゲットに対して影響力のある人物であるか。
	30

	
	
	(広報の実現性）

プロモーションは、訴求内容がターゲットに対して十分伝わる

内容になっているか。
	20

	
	
	(成果指標と対策）

プロモーションの成果指標に対しての予測と予測に満たない場合の追加施策などの立案ができているか。
	20

	４
	経費見積りの

妥当性
	事業内容に見合った経費見積りとなっているか。
	10

	合計
	100


７　契約の締結

（１）契約方法

契約候補者は、東海地区外国人観光客誘致促進協議会と協議し、委託業務に係る仕様を確定させた上で、契約を締結する。仕様書の内容は、提案された内容を基本とするが、契約候補者と東海地区外国人観光客誘致促進協議会との協議により最終的に決定する。
なお、契約候補者が正当な理由なく東海地区外国人観光客誘致促進協議会と契約しないとき、又は協議が整わなかったときは、その選定を取り消すとともに、審査会で次点となった者と契約内容についての協議を行った上で、契約を締結するものとする。
契約は、東海地区外国人観光客誘致促進協議会事務局（愛知県観光コンベンション局国際観光コンベンション課）において行う。
８　その他

（１）著作権等

本業務にかかる一切の成果物の著作権（著作権法（昭和45年法律第48号）第27条及び第28条の権利を含む。）は、東海地区外国人観光客誘致促進協議会へ帰属する。

（２）選定結果に対する説明
選定されなかった者は、選定結果について、説明を求めることができる。
　　ア　受付期間

　　　　令和７年７月３日（木）～令和７年７月８日（火）17時

　　イ　質疑方法

　　口頭又は電子メールにて受け付ける。電子メールの件名は「令和７年度東海エリア４県２市香港インフルエンサー招聘事業業務委託に係る選定結果について」とすること。

９　提出先、問合せ先

　　静岡県スポーツ・文化観光部 観光振興課

住所：〒420-8601　静岡市葵区追手町９番６号（静岡県庁東館11階）

電話：054－221－3734

E-mail：kankou3@pref.shizuoka.lg.jp

担当：杉山
令和７年度 「東海地区外国人観光客誘致促進協議会」
香港インフルエンサー招聘事業業務委託仕様書
1． 事業名
令和７年度「東海地区外国人観光客誘致促進協議会」香港インフルエンサー招聘事業
2． 事業目的・背景
本業務は、香港空港から静岡空港への便及び中部国際空港から香港空港への便を運航する香港エクスプレスの国際定期便を活用し、影響力のあるインフルエンサーを招聘して、旅行者の視点から取材・情報発信を行うことで、東海エリア４県２市（静岡県＋浜松市、愛知県＋名古屋市、三重県、岐阜県）の知名度向上と来訪意欲の喚起を目的とする。
3． 委託期間
契約締結日から令和８年３月13日（金）まで
4． 訴求対象・訴求内容
下記の訴求対象・訴求内容に留意しながら、目的を達成するために効果的な内容で事業を企画・実施すること。
（１）訴求対象
観光のために香港から訪日する20~40代の女性、(個人、グループ)、カップル及び夫婦。
（２）訴求内容
・訴求対象が興味関心を持っているグルメやスイーツ、観光スポット等
・東海地区外国人観光客誘致促進協議会会員の自治体内のお勧めグルメやスイーツ、
カフェ等
・観光ルート上で楽しめる観光地や直近でオープン又はリニューアルオープンした新スポット
・静岡空港から中部国際空港を利用したアクセスのしやすさ
（３）取材時期
令和７年10月～11月
5． 事業内容
香港において影響力があり、東海地区外国人観光客誘致促進協議会会員の自治体の知名度向上と来訪意欲の喚起を促す情報発信ができるインフルエンサーを選定し、日程、行程の調整、招聘、滞在・活動支援のほか発信状況の管理監督、成果指標の予測と対策、効果の検証と報告を行なうこと。
【インフルエンサーの招聘】
・訴求対象に影響力のあるインフルエンサーを活用し、訴求内容に沿った発信を行うこと。
・インフルエンサーの選定、調整、招聘、滞在支援、活動支援、発信状況に当たっては、適切な管理監督を行うこと。
・被招聘者が無理なく安全に行動できる行程とし、被招聘者は、招聘中、（旅行期間中における病気・怪我・物損等に対応するもの）に加入すること。
【招聘インフルエンサーの詳細と成果指標の選定】
・インフルエンサーのプロフィール、選定意図、過去の発信内容、フォロワー数、フォロワー属性（性別、世代別など）」、東海エリアでの滞在日数、発信内容、想定リーチ回数等の目標値を設定すること。
・目標を達成した場合も、事業効果の最大化を目指し、事業期間中は、継続して記事の掲載及び拡散を行なうこと。
・契約予定期間内での招聘が可能であるインフルエンサーが招聘不可となった場合、契約内容を見直す場合があること。
・香港で20代から40代の海外旅行を楽しむ旅行者層に人気のあるインフルエンサーを招聘すること。また多くのターゲットにリーチできる人選とすること。
・当事者における情報発信のKPIは、延べ50万リーチ以上（情報発信から2週間以内）とすること。ただし、50万リーチに満たない場合は、追加での発信や、広告配信などの施策を講ずること。
【取材】
・被招聘者を東海エリア４県２市（静岡県+浜松市、愛知県+名古屋市、三重県、岐阜県）に招聘し、上記の各県又は市に１泊以上させた上で、取材を行うこと。
・取材日程は、５泊６日以上とすること。
・航空会社については、香港エクスプレス航空とすること。
　往路は静岡空港、復路は中部国際空港を利用すること。
・取材先や被招聘者の宿泊先については予め委託者と協議の上、決定すること。
・滞在中は貸し切り車両、もしくはハイヤー等での移動を想定すること。
・受託者は合意された行程に基づき、各種手配・支払いを行うこと。施設の取材許可や減免依頼等、委託者が調整したほうがスムーズな場合は、事前に委託者に相談すること。
・受託者は全ての行程に同行し、行程管理や被招聘者のサポートを行うこと。
・取材許可に係る調整や施設、コンテンツ利用に係る手配、精算、権利関係の整理等、取材に係る関係機関との一切の調整は、受託者が行うこととし、関係者の説明にあたっては、東海地区外国人観光客誘致促進協議会が実施する事業であること、事業の趣旨等をよく説明すること。
・取材中の写真撮影等については、被招聘者以外の映りこみに留意することとし、周囲に被招聘者以外の人がいる場合、香港市場向けの情報発信のための取材である旨を口頭で周知・掲示する等、必要な対応を行なうこと。
・招聘期間中は、被招聘者においてＳＮＳ等による取材内容等の情報発信が常時可能となるよう、Ｗｉ-Ｆｉルーター等の通信環境を整えること。
・本事業において発信する文章や動画には、景品表示法第５条第３号の規制対象とならないよう、東海地区外国人観光客誘致促進協議会が依頼主であること及び東海地区外国人観光客誘致促進協議会から金銭の授受やサービスの提供を受けていることを明示するようインフルエンサーへ依頼・説明をすること。
【発信】
・２つ以上の媒体を使用して、各媒体２回以上の発信をすること。
・情報発信内容について、観光地名称等の誤り、事実誤認、不適切な表現等がないかのネガティブチェックを行うこと。なお、事前に委託者の確認を取り、内容確認のため、和訳をつけること。
【報告について】
・事業についての進捗報告は随時行うこと。
・事業実施後に、実施内容や成果について資料にまとめて報告を行うこと。
・本事業における各発信内容を実施後・投稿後、概ね１週間後を目処に、各投稿・広告等の内容、成果、ＫＰＩの状況を記載したレポートを簡潔に作成して委託者に報告すること。また二次利用可能な投稿した素材（写真等）を委託者に提出すること。
・報告内容について、委託者が不十分であると判断した場合には修正を指示することがある。修正後の提出も契約期間内に終えられるようにすること。
６． 業務実施契約書の作成
・契約締結後、委託業務実施計画書（様式１）を提出すること。
７． 業務実施報告書の作成
・全ての委託業務終了後、委託業務完了報告書（様式２）を提出し、委託者の検査を受けること。
８． 成果物の提出
【成果物】
・本事業における各発信内容を実施後・掲載後、各投稿・広告等の内容、成果、KPIの状況を記
　載したレポートを簡潔に作成し受託者に報告すること。
　＊様式は、任意とするが、キャプチャー画面等、視覚的に認識しやすいものと文字説明を組み合わせて、大冊にならないように簡潔明瞭にまとめること。
【成果物の二次利用】
　・本事業で配信、投稿した素材を4県2市の魅力を国内外に紹介する目的で使用する場合は、原則、二次利用可能なものとするが、その性質上、利用が困難と認められる場合は、委託者と受託者が協議の上、利用の可否等を決定する。
【成果品の使用範囲】
　・委託者は、成果品については以下の使用範囲でのみ使用ができる。
　・使用目的「東海地区外国人観光誘致促進協議会」での誘客促進の為の広報活動
　・使用期間　契約締結後から令和８年３月13日（金）まで
【納入場所】
・静岡県スポーツ・文化観光部　観光振興課
　　住所：〒420－8601　静岡市葵区追手町９番６号（静岡県庁東館11階）
　　電話番号：054－221－3734
担当：杉山
【納入方法】
・データで納品すること
　　 【提出期限】
　　 　・令和８年３月13日（金）
９．東海地区外国人観光客誘致促進協議会会員の自治体　
岐阜県、岐阜市、大垣市、高山市、多治見市、関市、中津川市、恵那市、美濃加茂市、各務原市、飛騨市、郡上市、下呂市、海津市、養老町、関ケ原町、揖斐川町、白川村、三重県、名張市、伊賀市、静岡県、浜松市、愛知県、名古屋市、豊橋市、岡崎市、瀬戸市、豊川市、豊田市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、東海市、田原市、南知多町
10．業務実施にあたっての留意事項
・委託事業の開始から終了までの間、事業実施方法や進捗状況の確認等、事業の円滑な実施を行うために、定期的に連絡調整を行うこと。
・本契約業務によって知り得た情報及び個人情報、通常秘密とされる企業情報をこの事業の目的外に使用しないこと。なお、委託期間終了後も同様とする。
・本業務に用いた資料及び計算根拠等は全て明確にしておき、当局からの要求があった場合は速やかに説明、報告できるようにしておくこと。
・本業務の実施にあたり必要な手続き及び届出等（事業者への情報取得等）は受託者において行うものとする。
・本仕様書に特に記載のあるものを除き、委託業務を遂行する上で必要となる一切の経費は原則として、受託者が負担すること。
・本仕様書に定めのない事項及び業務遂行上疑義が生じた場合は、その都度、双方で協議の上、処理すること。
・契約にあたり、原則として全業務の再委託は認めない。ただし、契約業務の一部の再委託については、委託者の承諾を得た場合はこの限りではない。
・追加提案がある場合は、ＫＰＩとともに具体的に提示すること。ただし追加提案部分は、本事業の提案限度価格の範囲内とする。
